
2.事業の目的・概要の続き

1.事業の位置付け

3.事業のコスト

2.事業の目的・概要

４．事業の成果

○需用費（消耗品費、光熱水費、修繕費、賄材料費等） 234,939千円

○役務費（通信運搬費、手数料、保険料） 1,228千円

○委託料（施設整備等各保守点検委託、配送業務委託） 31,955千円

○使用料及び賃借料 97千円

○備品購入費（施設給食備品、公用車） 1,165千円

○負担金 5千円

○公課費 2千円

有 坂井市立学校給食センター条例、同条例施行規則

【事業の目的】

　「園児、児童、生徒が生涯を通じて健康な生活を送る基礎を培う、安全で美味しく、栄
養バランスのとれた給食」を提供することにより、健康増進、体位向上を図るとともに、
学校給食における正しい食事のあり方や望ましい食習慣、食に関する指導の充実を図る。

【事業の概要】

　中学校2校（春江・坂井）、小学校7校（春江・春江西・大石・春江東・東十郷・

平成29年度事業分　坂井市まち・ひと・しごと創生総合戦略及び事務事業評価シート
＜事業の名称等＞

予算 款 10 教育費 項 06 保健体育費 目

大事業 051 学校給食管理事業 中事業 11 春江坂井学校給食管理事業

平成28年度 平成27年度

総合
計画 春江・坂井学校給食センター

小事業 他　事業

生涯を通じて学び・育つまちづくり 所管
部局

教育委員会事務局

基本計画 7-2

04 学校給食費

総合戦略
記載事項

政策パッケージ 平成29年度

（単位：千円）学校教育の充実

29・28年度比

基本構想 7

271,436 697

事業区分 自治事務（任意的なもの） 事業種別 ソフト事業 人件費 150,256 142,246

施策 コ
ス
ト

事業費 269,391 268,694

166,950

総合
戦略

8,010

根拠例規
人
員

正職員 16.00

人 1.52

根拠法令 有 学校給食法、学校給食衛生管理基準 総事業費 419,647 410,940 438,386 8,707

人

人員計 36.97 人 36.45 人 37.00 人 0.52 人

50.0

82.4

指標の説明 地場産使用品目を数量（kg)にて、全体の使用量との割合で計算する

50.0

関連計画・ﾏﾆｭｱﾙ 有 坂井市総合計画、坂井市教育振興基本計画、坂井市食育推進計画 臨時職員 20.97 人 19.45 人 19.00

0

その他特定財源 185,275 192,294 196,550 △ 7,019

一般財源

人人 17.00 人 18.00 人 △ 1.00

0.0 0.0 150.0

独
自
指
標

実績

234,372 218,646 241,836 15,726

評価指標 単位 年度 平成31年度 平成30年度 平成29年度 平成28年度 平成27年度

指標の説明

指標

地場産食材使用率
％

目標

独
自
指
標

実績 54.8 57.6 41.2

達成率(%) 0.0 115.2

18

指標

地場産食材を使った加工品
件

目標 12 12

達成率(%)

12

達成率(%) 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

実績

目標

指標に基づく評価

給食提供時の地場産食材の使用については、農業関連業者等との連携によ
り、使用率向上につながりました。

0.0 0.0 0.0 0.0

指標の説明

実績

達成率(%) 0.0

財
源
内
訳

国県支出金 0 0 0

指標

指標 目標

指標の説明

0.0 0.0

50.0 50.0 50.0

0.0 109.6大関・兵庫）、幼保園2園（春江・春江東）、計11施設に給食を提供する。



5.事業に対する評価

6.今後の方向性

7.総合戦略記載事業の検証

現状と課題

有効性に課題 効率性に課題

地場産食材は、気象条件等に左右されるため数量の確保が難しく、年間を通して安定した供給が見込めないのが現状です。また、施設設備及び調理機器等については、開
設後４年が経過し、故障等が見受けられます。

目標年度 平成30年度 目標年度

実施事業名
（小事業）

事業で得られた
ノウハウや気づ

き等

方向性の
説明

総合戦略上の位
置づけ

政策パッケージ 施策

基本施策

これまでの見直
しや改善等の実

績

調理機器等の使用について安全管理を徹底するために、トラブル対応フローを作成し、正しい知識と情報を共有しています。そのため、誤操作による故障や調理中の事故
防止に繋がりました。

短期的な方向性
継続

中長期的な方向性


